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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第85期
第１四半期
連結累計期間

第86期
第１四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年２月28日

自 2022年12月１日
至 2023年２月28日

自 2021年12月１日
至 2022年11月30日

売上高 (千円) 18,529,812 17,652,287 81,012,019

経常利益 (千円) 2,176,327 1,679,074 10,332,657

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 1,338,693 1,036,220 6,056,552

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,811,538 1,439,341 8,376,505

純資産額 (千円) 34,936,529 41,516,288 40,730,615

総資産額 (千円) 65,695,553 75,555,975 76,632,135

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 82.20 64.54 372.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.7 48.7 47.1
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（2022年12月１日～2023年２月28日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感

染症に関する行動制限が緩和され、社会経済活動の正常化が進みましたが、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や、

資材価格・電力料の高騰、不安定な為替相場など、依然として先行き不透明な状況が続きました。

住宅業界におきましては、建築コストの高騰や物価上昇により住宅取得マインドの低下が懸念されるなか、住宅

需要は一部で弱含みの状態が続いており、持家や分譲戸建ての新設住宅着工戸数が前年同期比で減少いたしまし

た。また、国内の木材需給が緩和するなか、合板についても荷動きの低迷が続いており、国内合板相場は期初から

調整局面で推移いたしました。

このような厳しい事業環境において当社グループは、収益確保のため、固定費のコントロールや生産性の向上、

原材料の見直しなど各種コストダウンの徹底に取り組みました。また、全面リニューアルした内装建材の新シリー

ズ「カナエル」（１月先行発売、４月本格発売）の拡販に向けた提案活動に注力するとともに、合板やＭＤＦ（中

質繊維板）など素材については、需要動向に即した適切な仕入・生産・販売に努めました。しかし、原材料や副資

材、電力、物流など様々なコストアップによって利益が圧迫され、さらに、住宅の着工減や流通各社の在庫圧縮も

あり販売量が伸び悩みました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における経営成績は、売上高17,652百万円（前年同期比4.7％減）、営業利

益1,630百万円（前年同期比19.0％減）、経常利益1,679百万円（前年同期比22.8％減）、親会社株主に帰属する四

半期純利益1,036百万円（前年同期比22.6％減）となりました。

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

 
〔住宅建材事業〕

住空間に対するニーズの多様化に応えるため、意匠性や機能性を高めた高付加価値製品の提案を強化するととも

に、リフォーム・リノベーションや非住宅分野の需要獲得に向けて、各種防音フロアやバリアフリー商品群「ユニ

バーサル ディレクト」の拡販に注力し、シェアの確保に努めました。

また、これらの取り組みと並行して、“あなたらしさを新しくする”をコンセプトに、自分らしい暮らしをかな

えるための提案を盛り込んだ新シリーズ「カナエル」の4月本格発売に向け、既存顧客への早期浸透や新規顧客の獲

得のため、全国各地での展示会開催やWeb・SNSの活用など各種提案活動を徹底いたしました。

しかし、住宅需要が弱含みで推移するなか、建材・ＭＤＦ製品全般の販売量が大幅に減少するとともに、原材料

コスト等の高騰により採算性が著しく低下いたしました。この結果、住宅建材事業の売上高は10,391百万円（前年

同期比4.5％減）、セグメント利益は128百万円（前年同期比83.4％減）となりました。
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〔合板事業〕

国産針葉樹合板は、前第４四半期から国内出荷量の減少によりメーカー在庫が急激に増加したため、当社グルー

プを含めた合板メーカー各社は生産調整を実施いたしました。当第１四半期においては、販売価格は前年同期比で

大きく上昇しているものの、合板相場が調整局面で推移するなか販売量は回復せず、生産調整を継続いたしまし

た。

輸入南洋材合板は、昨年夏頃から国内需要の低迷と港頭在庫水準の高止まりが続いており、当第１四半期も引き

続き販売量が低迷いたしました。また、先安感が強まるなか、前期の産地価格上昇と急激な円安で仕入コストは高

騰しており、採算性の低下が続きました。

この結果、合板事業の売上高は7,261百万円（前年同期比5.0％減）、セグメント利益は1,923百万円（前年同期比

16.3％増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、49,832百万円となり、前連結会計年度末に比べ

1,562百万円減少しました。

その主な要因は、現金及び預金の減少1,215百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の減少2,390百万円、製品

の増加1,695百万円、原材料及び貯蔵品の減少133百万円などによるものです。

②　固定資産

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、25,723百万円となり、前連結会計年度末に比べ486

百万円増加しました。

その主な要因は、有形固定資産の増加522百万円、無形固定資産の減少64百万円、投資有価証券の増加158百万

円、繰延税金資産の減少126百万円などによるものです。

③　流動負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、24,841百万円となり、前連結会計年度末に比べ

3,538百万円減少しました。

その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少700百万円、短期借入金の増加636百万円、未払法人税等の減少

2,240百万円、賞与引当金の増加505百万円、その他に含まれる未払費用の減少1,235百万円などによるもので

す。

④　固定負債

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、9,198百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,676

百万円増加しました。

その主な要因は、長期借入金の増加1,728百万円、リース債務の減少58百万円などによるものです。

⑤　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、41,516百万円となり、前連結会計年度末に比べ785百

万円増加しました。

その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益剰余金の増加1,036百万円及び配当による利

益剰余金の減少481百万円、その他有価証券評価差額金の増加119百万円、為替換算調整勘定の減少18百万円、非

支配株主持分87百万円の増加などによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、37百万円であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 68,303,200

計 68,303,200
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2023年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(2023年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,339,200 17,339,200
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数　100株

計 17,339,200 17,339,200 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2023年２月28日 ― 17,339,200 ― 2,141 ― 1,587
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年11月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   2022年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― （注）１
1,283,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

160,511 （注）２
16,051,100

単元未満株式
普通株式

― ―
4,600

発行済株式総数 17,339,200 ― ―

総株主の議決権 ― 160,511 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,900株(議決権19個)含まれてお

ります。

 

 

② 【自己株式等】

  2022年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ノダ

東京都台東区浅草橋
５－１３－６

1,283,500 ― 1,283,500 7.4

計 ― 1,283,500 ― 1,283,500 7.4
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年12月１日から2023年

２月28日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年12月１日から2023年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 21,869,756 20,654,301

  受取手形、売掛金及び契約資産 15,496,313 13,105,976

  製品 8,126,313 9,822,105

  仕掛品 1,250,192 1,405,387

  原材料及び貯蔵品 4,032,173 3,899,154

  その他 619,779 945,347

  流動資産合計 51,394,529 49,832,274

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,991,150 3,023,057

   機械装置及び運搬具（純額） 3,974,815 4,677,768

   工具、器具及び備品（純額） 341,741 371,491

   土地 6,154,017 6,169,925

   立木 126,295 124,178

   リース資産（純額） 257,381 246,757

   建設仮勘定 933,701 688,449

   有形固定資産合計 14,779,103 15,301,627

  無形固定資産 759,730 695,063

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,254,797 7,412,909

   繰延税金資産 1,681,448 1,555,122

   その他 764,525 760,978

   貸倒引当金 △2,000 △2,000

   投資その他の資産合計 9,698,772 9,727,009

  固定資産合計 25,237,605 25,723,701

 資産合計 76,632,135 75,555,975
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 14,201,515 13,500,913

  短期借入金 6,255,696 6,891,864

  1年内償還予定の社債 21,560 21,560

  未払金 2,271,733 1,639,569

  賞与引当金 - 505,725

  未払法人税等 2,585,829 345,207

  設備関係支払手形 559,347 887,418

  その他 2,484,316 1,049,281

  流動負債合計 28,379,999 24,841,540

 固定負債   

  長期借入金 792,770 2,521,380

  リース債務 581,224 522,250

  環境対策引当金 17,128 17,128

  長期未払金 140,980 140,980

  退職給付に係る負債 5,978,668 5,985,657

  その他 10,750 10,750

  固定負債合計 7,521,521 9,198,146

 負債合計 35,901,520 34,039,686

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,141,000 2,141,000

  資本剰余金 1,587,822 1,587,822

  利益剰余金 32,200,048 32,754,600

  自己株式 △706,189 △706,189

  株主資本合計 35,222,681 35,777,233

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,105,362 1,225,064

  繰延ヘッジ損益 △28,894 △2,229

  為替換算調整勘定 138,826 119,903

  退職給付に係る調整累計額 △334,846 △318,279

  その他の包括利益累計額合計 880,447 1,024,458

 非支配株主持分 4,627,486 4,714,596

 純資産合計 40,730,615 41,516,288

負債純資産合計 76,632,135 75,555,975
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年12月１日
　至 2023年２月28日)

売上高 18,529,812 17,652,287

売上原価 13,366,443 12,829,441

売上総利益 5,163,369 4,822,845

販売費及び一般管理費 3,150,238 3,191,969

営業利益 2,013,130 1,630,875

営業外収益   

 受取利息 592 630

 受取配当金 9,572 9,735

 持分法による投資利益 132,084 42,983

 為替差益 17,885 3,225

 その他 28,686 29,602

 営業外収益合計 188,821 86,177

営業外費用   

 支払利息 14,682 17,080

 売上債権売却損 5,337 7,009

 訴訟関連費用 3,700 -

 その他 1,905 13,889

 営業外費用合計 25,624 37,979

経常利益 2,176,327 1,679,074

特別利益   

 補助金収入 - 252,480

 特別利益合計 - 252,480

特別損失   

 固定資産除却損 28,236 6,753

 固定資産圧縮損 - 252,480

 特別損失合計 28,236 259,233

税金等調整前四半期純利益 2,148,090 1,672,321

法人税、住民税及び事業税 386,774 311,617

法人税等調整額 214,917 62,689

法人税等合計 601,691 374,307

四半期純利益 1,546,399 1,298,013

非支配株主に帰属する四半期純利益 207,705 261,792

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,338,693 1,036,220
 

EDINET提出書類

株式会社ノダ(E00636)

四半期報告書

10/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年12月１日
　至 2023年２月28日)

四半期純利益 1,546,399 1,298,013

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 169,747 123,733

 繰延ヘッジ損益 4,497 26,665

 為替換算調整勘定 △475 7,933

 退職給付に係る調整額 17,575 16,567

 持分法適用会社に対する持分相当額 73,794 △33,571

 その他の包括利益合計 265,138 141,328

四半期包括利益 1,811,538 1,439,341

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,586,844 1,180,231

 非支配株主に係る四半期包括利益 224,693 259,110
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む）は、次のとおりであります。

 

 

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年12月１日
　至 2023年２月28日)

減価償却費 496,417千円 474,697千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月25日
定時株主総会

普通株式 317,560 19.50 2021年11月30日 2022年２月28日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自 2022年12月１日 至 2023年２月28日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月27日
定時株主総会

普通株式 481,668 30.00 2022年11月30日 2023年２月28日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高      

　一時点で移転される財又は
　サービス

10,849,052 7,645,775 18,494,827 ― 18,494,827

　一定の期間にわたり移転され
　る財又はサービス

34,985 ― 34,985 ― 34,985

 顧客との契約から生じる収益 10,884,037 7,645,775 18,529,812 ― 18,529,812

  外部顧客への売上高 10,884,037 7,645,775 18,529,812 ― 18,529,812

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 716,536 716,536 △716,536 ―

計 10,884,037 8,362,311 19,246,348 △716,536 18,529,812

セグメント利益 774,497 1,653,904 2,428,401 △415,271 2,013,130
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等21,062千円、各報告セグメントに配分していない全社

費用（主に一般管理費）△436,333千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

３．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義

務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めて

おります。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年12月１日 至 2023年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）住宅建材事業 合板事業 計

売上高      

　一時点で移転される財又は
　サービス

10,287,426 7,261,087 17,548,513 ― 17,548,513

　一定の期間にわたり移転され
　る財又はサービス

103,774 ― 103,774 ― 103,774

 顧客との契約から生じる収益 10,391,200 7,261,087 17,652,287 ― 17,652,287

  外部顧客への売上高 10,391,200 7,261,087 17,652,287 ― 17,652,287

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 859,476 859,476 △859,476 ―

計 10,391,200 8,120,563 18,511,763 △859,476 17,652,287

セグメント利益 128,715 1,923,240 2,051,955 △421,080 1,630,875
 

(注) １．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去等638千円、各報告セグメントに配分していない全社費

用（主に一般管理費）△421,718千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益との調整を行っております。

３．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義

務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めて

おります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
至 2022年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年12月１日
至 2023年２月28日)

１株当たり四半期純利益 82円20銭 64円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 1,338,693 1,036,220

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

1,338,693 1,036,220

普通株式の期中平均株式数(株) 16,285,145 16,055,614
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年４月14日

株式会社ノダ

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 秋　　山　　高　　広  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新　　保　　哲　　郎  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ノダの

2022年12月１日から2023年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年12月１日から2023年２月28

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年12月１日から2023年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノダ及び連結子会社の2023年２月28日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
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られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 

 

(注) １. 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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